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論 文 内 容 の 要 旨 
 本論文は、Ti-(50-x)Ni-xFe 合金と Fe3Pt を取り上げ、それぞれの合金に現れる二次的な構造相変態の起源について
その母相における電子状態に基づいて考察したものであり、以下の７章より構成されている。 
 第１章では、本研究の背景を述べた後、研究の目的と意義を述べた。 





度 Tmin とほぼ一致しており Fe 濃度の増加とともに下がること、この散漫散乱のピーク位置は qdmax＝〈ζdζd0〉＊ で
表すことができ、ζd は Fe 濃度の増加により小さくなり、温度の低下とともに 1/3 の位置に近づくことを明らかにし
た。 
 第４章では、散漫散乱を示す相への変態の原因として、Ti-(50-x)Ni-xFe 合金のフェルミ面のネスティングに関して
調査した。その結果、Fe 濃度が 20 at.％以下の合金母相には〈110〉＊ 方向にフェルミ面のネスティングが現れること
を示した。また、そのネスティングベクトル qn を一般化感受率χ(q) のピーク位置として計算から求めたところ、
qn は母相からの非整合相への転移温度付近における散漫散乱のピーク位置 qdmax と一致することが確認できた。こ
のことから、非整合相への変態は B2 型母相におけるフェルミ面のネスティングが原因であることを示した。 
 第５章では、Ti-42Ni-8Fe 合金のフォノンを中性子非弾性散乱実験とバンド計算により求めた。中性子非弾性散乱
実験から求めた [110]＊-TA2 フォノン分散曲線は、温度の低下とともに散漫散乱が現れる qdmax 付近において軟化を
示した。一方、この実験結果に対応したフォノンの軟化はバンド計算によっても得られることから、フォノンの軟化
もまた散漫散乱と同様にフェルミ面のネスティングに由来することを示した。 
 第６章では、L12 型 Fe3Pt に見られる L60 型構造への二次的な相変態の原因を調査するために、その電子状態を
計算した。完全規則状態においては、L12 型構造が最も安定であり、相変態は生じないと示唆された。ところが、L12 
型構造のフェルミレベル EF 直下に状態密度の鋭いピークが存在することから、バンド・ヤーン・テラー効果の存在
が考えられる。実際、電子数を減少させ EF をピークの位置に近づけると、L12 型構造よりも L60 型構造の方が安定
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となる。規則度が下がることにより、EF はピーク位置に近づくと予想されることから、不完全規則状態の Fe3Pt で
現われる L60 型構造への相変態の起源はバンド・ヤーン・テラー効果によると結論される。 
 第７章では、本研究で得られた成果を総括した。 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 















している。また、Ti-42Ni-8Fe 合金に見られる TA2 フォノン分枝の軟化は、電子構造を用いて計算したフォノン分散
関係から説明できることを示している。以上の結果から、Ti-(50-x)Ni-xFe 合金における母相から非整合相への変態が
フェルミ面のネスティング効果に由来することを明確にしている。 
⑷規則度が 0.8 近傍の Fe3Pt において生じる L12 型の立方晶から L60 型の正方晶への二次的な構造相変態の起源が
バンドヤーンテラー効果によるものであることを、電子構造の計算から明らかにしている。すなわち、Fe3Pt の L12 型
規則構造におけるフェルミエネルギー近傍の高い電子状態密度が、正方晶に歪むと分裂し、エネルギーの低い状態に
電子が入ることにより、L12 型構造よりも L60 型構造が安定化することを示している。 
 以上のように、本論文は Ti-(50-x)Ni-xFe 合金ならびに Fe3Pt に現れる二次的な構造相変態の起源をそれらの母相
における電子状態をもとに明瞭にしたものであり、学術的にもまた形状記憶合金の特性を向上させるためにも、極め
て有用な知見を含んでおり材料工学に寄与するところが大きい。 
 よって本論文は博士論文として価値あるものと認める。 
